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平成２２年度 モニタリング結果報告書（平成２１年度の実績のモニタリング） 
「公的年金制度の信頼を確保するため、適正な事業運営を図ること」について 

平成 22 年８月 

年金局事業企画課(藤原禎一課長)［主担当］ 

年金局事業管理課(橋本泰宏課長)［個別目標１・２関連］ 

 

１． 政策体系上の位置づけ 
厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策中目標＞施策小目標を設定して政策を実施してい

ます。本施策は、施策中目標にあたり、政策の体系上の位置付けは次のとおりです。 

 

【政策体系（図）】 
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施策中目標 

１ 国民に信頼される公的年金制度の構築 

２ 公的年金制度の信頼を確保するため、適正な事業運営を図ること 

３ 企業年金等の健全な育成を図ること 

４ 企業年金等の適正な運営を図ること 

 

【政策体系（文章）】 

基本目標Ⅸ 高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくり

を推進すること 

施策大目標１ 老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること 

施策中目標２ 公的年金制度の信頼を確保するため、適正な事業運営を図ること 

（関連施策） 

  特になし。 
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（予算書との関係） 

本施策は、予算書の以下の項目に対応しています。 

（項）業務取扱費 

（項）社会保険オンラインシステム費 

（項）年金相談等事業費 

（項）日本年金機構運営費 

 

２． 施策の概要 
 本施策は、次の施策小目標を柱に実施しています。主な事務事業等や設定している指標・

目標値は別図（政策体系）を参照下さい。また、本施策の実現のために投入している資源は

次のとおりです。 

 

（施策小目標） 

 （施策小目標１）年金記録問題への対応状況 

 （施策小目標２）日本年金機構法（平成 19 年法律第 109 号）第 33 号第１項の規定に基づく中期

目標に掲げる事項の進捗状況 

  

 

（予算） 

 

 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21※評価対象年度 Ｈ22 

予算額 

(決算額)（百万円） 

－ － － 505,946 

(437,550) 

447,456 

税制減収額見込み 

（実績）（百万円） 

－ － － － 

 

－ 

 

  ※ 平成２１年度の予算額については、旧社会保険庁時代（平成 21 年 4 月～平成 21 年 12 月）

の予算額も含めた額となっています。 
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３． モニタリング結果 
関連する指標の動きや、あらかじめ設定した目標値の達成率等は以下のとおりでした。施策小目

標ごとのモニタリング結果は、４．を参照下さい。 

 

指標と目標値（達成水準／達成時期）  

アウトプット指標 

 

 

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

１ 年金記録問題への対応状況 － － － － 年金記録

回復委員

会におけ

る御審議

の状況を

踏まえ、

日本年金

機構、総

務省と連

携・調整

しながら

年金記録

問題への

取組を進

めた。 

達成率 － － － － － 

２ 日本年金機構法（平成 19 年法

律第 109 号）第 33 号第２項の

規定に基づく中期目標に掲げ

る事項の進捗状況 

－ － － － 中期目標

に基づく

中期計画

及び平成

21 年度計

画を認可

した。 

達成率 － ― － － － 

【調査名・資料出所、備考等】 

・ 指標１について、平成 22 年 1 月～3月において、年金記録回復委員会を３回開催しました。

その中で、脱退手当金事案に関する新たな回復基準案について、同委員会の御審議をいただ

き、検討した結果、平成 22 年 4 月に当該回復基準を設定しました。また、日本年金機構が、

年金事務所や各都道府県の事務センターの意見を聴き、業務処理の実情を反映した「年金記

録問題への対応の実施計画（工程表）」を作成するに当たって、必要な助言を行いました。
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・ 指標２について、厚生労働大臣が定めた中期目標に基づき、日本年金機構が作成した中期

計画及び平成 21 年度計画を認可しました（平成 22 年 1 月）。その平成 21 年度計画に掲げる

業務の実績を評価しました（平成２２年８月）。 
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４．モニタリング結果（施策小目標ごと） 
施策小目標ごとのモニタリング結果は以下のとおりです。 

（１）施策小目標１「年金記録問題の解決に向けた取組を着実に進めること（日本年金機構

が実施する公的年金制度の運営に関する評価については、日本年金機構法に基づき厚

生労働大臣が行う業務実績評価によるものとする。）」関係 

指標と目標値（達成水準／達成時期）  

アウトプット指標  

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

１ 年金記録問題に関する未解明事

案についての実態解明の状況 

－ － － － 未解明事

案につい

て実態解

明を進め

るため、

日本年金

機構によ

る各種サ

ンプル調

査等の実

施に当た

って連携

を図ると

ともに、

その結果

を基に新

たな年

金記録

回復基

準の検

討を行

った。。

達成率 － － － － － 

２ 

 

基礎年金番号に未統合になって

いる記録の統合や解明の状況 

－ － － － 日本年金

機構が

「ねんき

ん特別

便」等の

回答に係
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る記録確

認作業を

進めるに

当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

３ 

 

受給者・加入者の年金記録の確

認の状況 

－ － － － 受給者・

加入者の

年金記録

につい

て、日本

年金機構

が「ねん

きん特別

便」等に

より確認

作業を行

うに当た

って、連

携を図る

ととも

に、必要

な指導等

を行っ

た。 

達成率 － － － － － 

４ 紙台帳検索システムによるコン

ピュータ記録と紙台帳の突き合

わせの状況 

－ － － － 日本年金

機構が平

成 22 年

度中に紙

台帳検索

システム

を構築す
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るための

準備作業

を行うに

当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

５ 年金記録の訂正や再裁定後の年

金の支給の処理状況 

    年金記録

の統合状

況等に応

じて、日

本年金機

構が再裁

定の迅速

な処理を

行うため

の体制の

整備を進

めるに当

たって、

連携を図

るととも

に、必要

な指導等

を行っ

た。 

達成率 － － － － － 

６ 標準報酬等の遡及訂正事案につ

いての実態解明や記録回復の状

況 

－ － － － 日本年金

機構が一

定の条件

を満たす

場合にお

ける年金

事務所段
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階での記

録回復を

進めるに

当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

７ ねんきん定期便や常に年金記録

が確認できる仕組みによる加入

者情報の提供の状況 

－ － － － 日本年金

機構にお

いて、「ね

んきん定

期便」の

実施や、

自分の年

金記録を

常に確認

可能とす

る仕組み

の構築を

進めるに

当たっ

て、連携

を図りな

がら、必

要な指導

等を行っ

た。 

 － － － － － 

【調査名・資料出所、備考等】 

 以下の日本年金機構の取組について、連携を図るとともに、必要な指導等を行いました。

・ 指標１について、脱退手当金の支給日より前の加入記録が脱退手当金の算定基礎とさ

れずに残っている事案に係るサンプル調査を実施しました（平成２２年２月）。この結

果を基に、平成２２年４月に新たな年金記録回復基準の設定を行いました。 

・ 指標２について、ねんきん特別便等の回答に係る記録確認作業を着実に実施しました。
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（参考統計１～３を参照） 

・ 指標３について、名寄せ特別便の対象者についての市区町村による記録確認作業に関

して、積極的に市区町村に働きかけを行い、平成２２年１～３月の間に、新たに約３０

０市区町村から「協力する」との回答を得て、全体で約 6,000 人の方の記録がご本人の

ものであると確認しました。 

・ 指標４について、平成２２年秋頃から開始予定の紙台帳とコンピュータ記録の突合せ

作業に向け、紙台帳の電子画像化、アプリケーションソフトの開発及び機器の整備を実

施しました。 

・ 指標５について、年金事務所における再裁定の申出受付から日本年金機構本部への進

達までに要する平均処理期間の短縮化に向けて、平均処理期間や未進達件数が増加して

いる年金事務所に対して、平成２２年１月以降の処理状況を把握した上で、業務方法等

について指導を行うなど、取組を推進しました。（参考統計４を参照） 

・ 指標６について、「ねんきん特別便」や「厚生年金加入記録のお知らせ」により標準

報酬を確認いただく取組を着実に進めました。 

・ 指標７について、常に年金記録が確認できる仕組みの構築については、平成２２年度

予算等で予定していた機能に加え自分の履歴表の作成をサポートする機能や自分で条

件を自由に設定し、在職老齢年金などの見込額を試算できる機能を追加するためなどに

必要なシステム改修の検討や調達計画の検討を行い、平成２２年度からの着手の準備を

進めました。 

参考統計 

 

 

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

１ ねんきん特別便の処理件数 － － － － 523,852

件 

２ 「年金記録の確認のお知らせ」

（黄色便）の処理件数 

－ － － － 289,242

件 

３ ねんきん定期便の処理件数 － － － － 361,242

件 

４ 再裁定の平均処理期間 － － － － ２．３か

月 

【調査名・資料出所、備考等】 

・ 参考統計１～４については、日本年金機構の調査等（旧社会保険庁による調査を含む。）

によるものです。 

・ 参考統計１～３については、平成２２年１月から３月末までの累積値です。 

・ 参考資料４については、平成２２年３月末時点での平均数値です。 
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（２）施策小目標２「公的年金制度の適正な事業運営を図ること（日本年金機構が実施する

公的年金制度の運営に関する評価については、日本年金機構法に基づき厚生労働大臣

が行う業務実績評価によるものとする。）」関係 

指標と目標値（達成水準／達成時期）  

アウトカム指標 

 

 

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

８ 国民年金の適用の状況 

 

－ － － － 20 歳到達

者につい

て、日本

年金機構

が職権に

よる適用

事務を実

施するな

ど、国民

年金の適

用を促進

するに当

たって、

連携を図

るととも

に、必要

な指導等

を行っ

た。 

達成率 － － － － － 

９ 厚生年金保険等の適用の状況 － － － － 重点的加

入指導等

につい

て、日本

年金機構

が一定の

未適用事

業所に対

して呼出

や訪問に

よる指導
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を実施す

るに当た

って、連

携を図る

ととも

に、必要

な指導等

を行っ

た。 

達成率 － － － － － 

【調査名・資料出所、備考等】 

・ 指標８について、関連指標としての「住基ネットにより把握し、加入手続を行った 20 歳到

達者の人数」は、平成 20 年度が 129 万人、平成 21 年度が 124 万人となっています。（日本

年金機構の調査等（旧社会保険庁による調査を含む。）によるもの） 

・ 指標９について、関連指標としての「重点的加入指導事業所数」は、平成 18 年度が 6,786

事業所、平成 20 年度が 1,652 事業所、平成 21 年度が 3,390 事業所となっています。（日本年

金機構の調査等（旧社会保険庁による調査を含む。）によるもの） 

アウトプット指標 

 

 

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

10 国民年金の納付率の状況  － － － － 日本年金

機構が国

民年金保

険料の未

納期間を

有する者

に対する

納付督励

等を行う

に当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

11 厚生年金保険等の徴収の状況 － － － － 日本年金

機構が各
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事業所に

対する口

座振替に

よる保険

料納付を

促進する

に当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

12 年金給付事務の所要日数の目

標（「サービススタンダード」）

の達成の状況 

－ － － － 日本年金

機構が、

年金請求

書を受け

付けてか

ら、迅速

な年金額

の決定や

支払に取

り組むに

当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

13 年金相談の実施状況 － － － － 日本年金

機構が待

ち時間短

縮のため

の取組を

進めるに
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当たっ

て、連携

を図ると

ともに、

必要な指

導等を行

った。 

達成率 － － － － － 

14 お客様の声を反映したサービ

ス改善策の実施の状況 

－ － － － 各年金事

務所に

「ご意見

箱」を設

置するな

ど、日本

年金機構

が具体的

なサービ

ス改善の

取組を進

めるに当

たって、

連携を図

るととも

に、必要

な指導等

を行っ

た。 

達成率 － － － － － 

15 社会保険関係の主要手続に係

るオンライン利用率 

－ － － － 日本年金

機構が電

子申請等

による届

出の普及

促進を図

るに当た

って、連

携を図る
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ととも

に、必要

な指導等

を行っ

た。 

達成率 － － － － － 

【調査名・資料出所、備考等】 

・ 指標１０について、関連指標としての「国民年金の現年度納付率」は、平成 20 年度は

62.1％、平成 21 年度は 60.0％であるが、平成 22 年 1 月末現在（平成 21 年 4 月分～平

成 21 年 12 月分）の現年度納付率は 58.9％であり、平成 22 年 1 月から平成 22 年 3 月に

おいて 1.1 ポイント増加しました。（日本年金機構の調査等（旧社会保険庁による調査を

含む。）によるもの） 

・ 指標１１について、関連指標としての「口座振替実施率（厚生年金保険）」は、平成 20

年度は 81.9％、平成 21 年度は 81.2％となっています。（日本年金機構の調査等（旧社会保

険庁による調査を含む。）によるもの） 

・ 指標１２について、関連指標としての「老齢厚生年金（加入状況の再確認を要するもの）

の達成率」は、平成 20 年度が 76.1％、平成 21 年度が 82.5%となっています（日本年金機構

の調査等（旧社会保険庁による調査を含む。）による）。 

・ 指標１３について、関連指標としての「年金事務所における平均待ち時間」は、平成

22 年 3 月時点において、「30 分以上 1 時間未満」が 108 事務所、「1 時間以上」が 45

事務所となっています。（日本年金機構の調査等（旧社会保険庁による調査を含む。）によ

る） 

・ 指標１４について、日本年金機構が、年金事務所及びブロック本部においてお客様の

声を収集する仕組みとして、各年金事務所等「ご意見箱」を設置するとともに、「お客

様向け文書モニター会議」のモニターの公表等お客様目線での文書改善に向けた取組を

改善するに当たって、連携を図るとともに、必要な指導等を行いました。 

・ 指標１５について、関連指標としての「健康保険・厚生年金被保険者報酬月額算定基礎

届」における電子申請利用率は、平成 20 年度が 46.1％、平成 21 年度が 56.5％となっていま

す。（日本年金機構の調査等（旧社会保険庁による調査を含む。）による） 
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５．主な事務事業等の評価 
モニタリング対象施策に関連する主な事務事業等については、事業単位で評価を行っています。

また、モニタリング対象施策に関連して平成 23 年度において新規要望を検討している事務事業等に

ついては事前評価を行いました。 

評価を実施した事業は次のとおりであり、各事業の詳細な評価は別表等を参照下さい。 

施策小目標１「年金記録問題の解決に向けた取組を着実に進めること」関係 

施策小目標２「公的年金制度の適正な事業運営を図ること」関係 

別表２－１ 「国民年金制度の未加入者への対策」（事業評価シート）  

６．参考 
本評価書中で引用した閣議決定、審議会の指摘、総務省による行政評価・監視に基づく勧告、会

計検査院による指摘等や各種のデータは以下のサイトで確認できます。 

サイト名について特に記載のないものは、厚生労働省ホームページです。 

 



Ａ

予算体系

30,120千円

実施方法

根拠法令（具体的な条
文（○条○項など）も

記載）
厚生労働省組織令第130条の2第1号、日本年金機構法第27条第1項第2号

関係する通知、
計画等

0円

0/2役員総数
(官庁OB/役員数)

内、官庁OB

目　的
（何のために）

　国民年金の未加入者の国民年金への適用を促進することにより、国民年金事業の適正な運営
を図り、国民年金制度の安定及び同制度に対する国民の信頼を確保し、もって国民生活の安定
に寄与する。

今後の
活用計画

支出先が
独法、公
益法人等
の場合

事
業
/
制
度
概
要

0職員総数

事業/制度内容

監事等

官庁OB役員
報酬総額

常勤役員数

－なし

役員報酬総額

非常勤役員数

内訳

0/5

17,276

0/15 0/10

・制度未加入者への対策（①20歳になった者に対する国民年金加入の通知、②住基ネットを活

事業評価シート
予算事業名

担当部局・課室名
作成責任者

政策評価体系上の位置付、通し番号

対　象
（誰/何を対象に）

　国民年金の未加入者

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　　）

□直接実施

年金局　事業管理課　（事業管理課長　橋本 泰宏）

■業務委託等（委託先等：日本年金機構    　　　　　　　 ）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　     　　実施主体：  　　　 　　　）

積立金等の額 －

Ⅳ－１－２－（１）

（項）　日本年金機構運営費　
　（大事項）　日本年金機構運営費交付金に必要な経費
　　（目）　　日本年金機構事業運営費交付金

国民年金制度の未加入者への対策 事業開始年度 平成21年度

日本年金機構中期目標

事業/制度内容
(手段、手法など)

千円

1,144
の内数

※日本年金機構が発足した
平成22年1月～3月分

1,144
の内数

予算額推移等
（財源内訳/
単位百万円）

Ｈ20（決算額） －－

コ
ス
ト

－ 百万円 －

制度未加入者 の対策（①20歳になった者に対する国民年金加入の通知、②住基ネットを活
用した未加入者の把握）

職員構成

年　度

概算人件費
（平均給与×従事

職員数）
従事職員数

Ｈ21（予算（補正込）） 1,144の内数

Ｈ21（決算見込）

人

臨時職員他 － 千円 －

－担当正職員人件費

－

　国民年金事業の適正な運営を図り、国民年金制度の安定及び同制度に対する国民の信頼を確保
し、もって国民生活の安定に寄与するとともに、将来の低年金・無年金者の発生を防止する。

－

－

平成22年度
予算

（補助金の場合は負担
割合等も）

運営費交付金　5,281百万円の内数

事業費

平成22年度概算要求額

事業/制度の
必要性

総　計

Ｈ19(決算上の不用額)

地方公共団体の裏負担がある場合、概算の総額総　額

百万円

人

Ｈ19(決算額) －

－

－

Ｈ20(決算上の不用額) －

5,281の内数

人件費

Ｈ22予算

百万円

し、も て国民生活の安定に寄与するとともに、将来の低年金 無年金者の発生を防止する。必要性



Ｂ

事業評価シート
予算事業名

担当部局・課室名
作成責任者

政策評価体系上の位置付、通し番号

年金局　事業管理課　（事業管理課長　橋本 泰宏）

Ⅳ－１－２－（１）

国民年金制度の未加入者への対策 事業開始年度 平成21年度

うち年金手帳送付者数

－

－

％

Ｈ１９年度実績

－ 124

Ｈ２１年度実績

万人

他省庁、自治体、民間
等における類似事業

Ｈ２０年度実績

－

【指標】

－

住基ネットにより把握し、加入手続きを行っ
た20歳到達者の人数

万人

単位

－

－ 53

【指標】（達成水準／達成時期） 単位

－

事業/制度の
自己評価

(アウトカム指標の分

活動実績

予算執行率

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

達成目標
（指標、達成水準/

達成時期）、
実績

ア
ウ
ト
カ
ム

Ｈ１９年度実績
【達成率】

Ｈ２０年度実績
【達成率】

Ｈ２１年度実績
【達成率】

他省庁、自治体、民間
等との連携・役割分担

－

　住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）により把握した全ての20歳到達者について、加入
の届出勧奨を行うとともに、勧奨を行ってもなお届出がなされない場合には、年金手帳を送付し、第1
号被保険者として資格取得等の手続を行った結果 住基ネットにより把握した20歳到達者全員につい

特記事項
(事業/制度の沿革、こ
れまでの予算の削減に
向けた取組み、目標達
成のための関連事業等)

－

比較参考値
（諸外国での類似事業

の例など）

　　　　　　　　　　廃止
（見直しの上）　　　増額　　　　現状維持　　　　減額
（見直しをせず）　　現状維持

－

(アウ 指標 分
析。適宜アウトプット

指標に言及)

今
後
の
方
向
性

平成23年度予算の
方針(担当部局案)

見直しの方向性
（より効率的・効
果的な事業とする

観点から）
（担当部局案）

　引き続き、国民年金制度未加入者への適用対策等に努める。

号被保険者として資格取得等の手続を行った結果、住基ネットにより把握した20歳到達者全員につい
て、完全適用（加入手続き）を行っており、本業務は一定の効果があったものと考えられる。



②責任課室
（課室長名）

③施策大目標 ⑤目標達成手法
⑦目標値

（達成水準／達成時期）

⑧最新値
（年度）

【達成率】

①施
策目
標番
号

⑥指標
（アウトカム指標は網掛け）

④施策中目標及び施策小目標

1
平成25年度までにできる限りの
取組を進める。

－

2
中期目標に掲げる事項の取組を
進める。

－

未解明事案について実態解明を
進めるため、各種サンプル調査
等を実施する。

－

「ねんきん特別便」等の回答に
係る記録確認作業を進める。

－

受給者・加入者の年金記録につ
いて、「ねんきん特別便」等に
よる確認作業を行う。

－

平成22年度中に紙台帳検索シス
テムを構築し、当該システムを
用いて、紙台帳等とコンピュー
タ記録との突合せを、優先順位
をつけた上で効率的に実施し、
一期4年で全件照合する。

－

年金記録の統合状況等に応じ
て、再裁定の迅速な処理を行う
ための体制を整備する。

－

基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進すること

Ⅸ－1
－２

年金局事業企
画課
（課長：藤原
禎一）

Ⅸ－１
老後生活の経
済的自立の基
礎となる所得
保障の充実を
図ること

Ⅸ－１－２
公的年金制度の信頼を確保
するため、適正な事業運営
を図ること

＜施策中目標に係る指標＞

年金記録問題への対応状況

日本年金機構法（平成19年法
律第109号）第33条第1項の規
定に基づく中期目標に掲げる
事項の進捗状況

施策小目標
１：年金局事
業管理課（課
長：橋本泰
宏）

施策小
目標１

年金記録問題の解決
に向けた取組を着実
に進めること
（日本年金機構が実
施する公的年金制度
の運営に関する評価
については、日本年
金機構法に基づき厚
生労働大臣が行う業
務実績評価によるも
のとする。）

・公的年金制度所管省
との連携

・日本年金機構への監
督・支援、機構との連
携

＜施策小目標に係る指標＞

年金記録問題に関する未解明事案
についての実態解明の状況

基礎年金番号に未統合になってい
る記録の統合や解明の状況

受給者・加入者の年金記録の確認
の状況

紙台帳検索システムによるコン
ピュータ記録と紙台帳の突合せの
状況

年金記録の訂正や再裁定後の年金
の支給の処理状況

一定の条件を満たす場合には年
金事務所段階での記録回復を進
める。

－

「ねんきん定期便」を実施する
ほか、自分の年金記録を常に確
認可能とする仕組みを構築す
る。

－

20歳到達者について職権による
適用事務を実施するなど、国民
年金の適用を促進する。

住基ネットにより把握
し、加入手続きを行っ
た20歳到達者の人数

124万人
（平成21年度）

重点的加入指導等について、で
きるだけ早い時期に平成18年度
の実績水準の回復を目指す。

重点的加入指導実施事
業所数

3,390事業所
（平成21年度）

低下傾向に歯止めをかけ、回復
させる。

国民年金の現年度納付
率60.0％

（平成21年度）

厚生年金保険等の保険料収納に
係る口座振替実施率が前年度の
当該率と同等以上の水準を確保
する。

口座振替実施率（厚生
年金保険）

81.2％
（平成21年度）

毎年度の達成率が前年度の当該
率と同等以上の水準を確保する
とともに、設定したサービスス
タンダードについて、最終年度
において当該達成率を90％以上
とする。

（例）老齢厚生年金
（加入状況の再確認を
要するもの）のサービ
ススタンダードの達成

率82.5%
（平成21年度）

待ち時間短縮のための取組を進
める。

－

各年金事務所に「ご意見箱」を

施策小目標
２：年金局事
業管理課（課
長：橋本泰
宏）

施策小
目標２

公的年金制度の適正
な事業運営を図るこ
と
（日本年金機構が実
施する公的年金制度
の運営に関する評価
については、日本年
金機構法に基づき厚
生労働大臣が行う業
務実績評価によるも
のとする。）

＜施策小目標に係る指標＞

国民年金の適用の状況

厚生年金保険等の適用の状況

国民年金の納付率の状況

厚生年金保険等の徴収の状況

年金給付事務の所要日数の目標
（「サービススタンダード」）の
達成の状況

年金相談の実施状況

お客様の声を反映したサービス改

標準報酬等の遡及訂正事案につい
ての実態解明や記録回復の状況

ねんきん定期便や常に年金記録が
確認できる仕組みによる加入者情
報の提供の状況

各年 所 箱
設置するなど、具体的なサービ
ス改善の取組を進める。

ー
お客様の声を反映したサービス改
善策の実施の状況



②責任課室
（課室長名）

③施策大目標 ⑤目標達成手法
⑦目標値

（達成水準／達成時期）

⑧最新値
（年度）

【達成率】

①施
策目
標番
号

⑥指標
（アウトカム指標は網掛け）

④施策中目標及び施策小目標

平成23年度末においてオンライ
ン利用率65％を目指す。

（例）健康保険・厚生
年金保険被保険者報酬

月額算定基礎届
56.5％

（平成21年度）

評価予定表 備考

社会保険関係の主要手続に係るオ
ンライン利用率

１９ ２０ ２１ ２２ ２３

－ － －
モニ モニ
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